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これまでに取り組んできた
プロジェクトを分かりやすくご紹介します

政策改革本部 ５年間の取組み総集編

（３）新型ＩＣＴ
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（２）医療・介護連携

（３）新型ＩＣＴ

（４）公共施設

（５）子育て支援

（６）自律改革

（６）公民連携

本部で取組んだテーマ

これまで５年間に渡って政策改革本部で取組んできた各テーマについて，

プロジェクトを実行するまでの流れと，どのような成果につながったかを

具体的な事例とともに詳しくご紹介していきます。

前回の通信では，「(２)医療・介護連携」についてご紹介しました。
今回のテーマは，｢(３)新型ＩＣＴ」についてです。

プロジェクトを実行するまでの流れ 成 果

取組み
の結果，
どのよう
な成果に
つながっ
たか

① テーマ（分野）を決定する

② テーマに対する問題意識を整理する

③ 現状把握を行う （現状はどのようか既存のデータを確認する）

⑤ 現状評価を行う （あるべき姿と現状を比較。本当はどうあるべきか）

④ 現状分析を行う （データを加工して指標化する，傾向を確認する）

⑥ 解決すべき課題を設定する

⑦ 課題解決のための枠組み（体制，目標，取組み，ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）を作る

⑧ 課題解決のための具体的な取組み（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）を実行する

【今回のテーマ】

プロジェクト通信総集編 【初回のテーマ】
（１）テーマの設定から取組みの実行まで
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① テーマ（分野）の決定

② テーマに対する問題意識を整理する
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2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

背
景
・
問
題
意
識

いつでも，どこでも，簡単に，スマートフォンで
解決できることが当たり前になってきた市民生活
の変化を背景に，新潟市のスマートフォン対応は，
民間企業に比べてできているとは言えないのでは
ないか？

⇒

ＩＣＴの技術革新を背景に，企業において，ＩｏＴ，
ビッグデータ，ＡＩなどといった新しいＩＣＴの活
用が企業において進む中，新潟市は十二分にこれら
を活かせているか？

⇒

３．新型ＩＣＴを活用した
政策改革

２．ＩｏＴを活用した業務改革

１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

市民生活の変化に対応できているか？ ＩＣＴを十二分に活かせているか？

まず市民生活の変化を背景に，2014年度から市民サービスの現場のレベルで対応するプロジェクトに
取組みました。その後，先進企業がIoTやAIなど新しいICTを活用し始めていることを背景に，2016
年度からは政策にICTを十二分に活かしていくための２つのプロジェクトに取組みました。
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③ 現状把握を行う （現状はどのようか既存のデータを確認する）

⑤ 現状評価を行う （あるべき姿と現状を比較，本当はどうあるべきか）

④ 現状分析を行う （データを加工して指標化する，傾向を確認する）

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
プロジェクト
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市民生活の現状を既存の調査から把握しました。
２０１１年時点の調査で，インターネットの利用は「当たり前」になっていました。
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過去１年間のインターネット利用経験（2011年調査→2016年調査）

2011年調査

2016年調査

（n=41,900）

（n=40,297）（％）

（出典） 通信利用動向調査（総務省） より政策改革本部事務局作成

※プロジェクト開始後，小学生や60歳代以上の利用率が大きく伸びました。

【現状分析】

どの世代においても，
インターネットの利用
が「当たり前」になって
いるのか調査・分析し
ました。

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

【現状評価】

中学生～40歳代まで
がほぼ100％利用し，
50歳代でも90％に迫
るなど，インターネット
の利用は「当たり前」に
なっていました。

また，他の世代でも今
後の利用率増が予想
されました。
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市民生活の現状を既存の調査から把握しました。 ２０１１年時点の調査で，インターネットの利用にモバイル端末
が利用されていました。スマートフォンやタブレット端末も利用が始まり，今後の普及が予想されました。
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インターネット利用機器の変化（2011年調査→2016年調査）

2011年調査

2016年調査

（n=31,449）

（n=32,307）

【現状分析】

どのような機器を用いてイ
ンターネットを利用している
か分析しました。

【現状評価】

パソコンとモバイル端末の
利用は同程度であり，モバ
イル端末の利用は市民生
活の「当たり前」になってい
ました。

また，スマートフォンやタブ
レット端末の利用も始まって
おり，今後これらの普及が
予想されました。

（出典） 通信利用動向調査（総務省） より政策改革本部事務局作成

※プロジェクト開始後，スマートフォンやタブレット端末の利用が大きく伸びました。

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
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【補足】予想どおり2016年にはスマホ利用は伸び，20代30代では既に90％を超え「スマホ利用は当たり前」になりました。
10代74％，40代80％，50代63％と「当たり前」になりつつあり，今後全ての世代での「当たり前」になると予想されます。
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（出典） 2016年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査（情報通信政策研究所）より政策改革本部事務局作成

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
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他政令市と比較し本市の現状を評価するために，政令指定市におけるスマホアプリの提供状況を調査しました。
2014年9月時点で，18市が1～3のスマホアプリを提供していましたが，新潟市は未提供でした。

政令指定都市におけるスマートフォンアプリ（公式）の2014年9月現在の公開状況
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ごみ分別 〇 〇 〇

子育て

防災 〇 〇 〇

観光 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

道路通報 〇 〇

その他

収
納

情
報

遊
び

環
境

収
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【現状分析】

他政令市と本市の現状を比較するために，政令市
におけるスマホアプリの提供状況を分析しました

【現状評価】

18の政令市が1～3のスマホアプリを提供
する中，新潟市は未提供でした

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

（出典） ２０１４年８月 政策改革本部事務局調べ（各自治体ＨＰより）
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政令指定市を対象に民間企業やＮＰＯ等によるビジネス創出や地域課題解決への挑戦を行いやすくするような，
オープンデータが公開されているかどうか分析を行いました。新潟市は一つも要素を満たしていませんでした。

オープンデータの推進状況の分類と該当する政令市

・専用ページがある

・CC-BY表示がある

・企画に準拠あるいは
近いCSVファイルが
公開されている

オープンデータの
三つの要素

A

B

C

D

川崎市，横浜市，相模原市

さいたま市，名古屋市，福岡市

千葉市，大阪市，京都市

札幌市，仙台市，新潟市，静岡市，
浜松市，堺市， 神戸市，岡山市，
広島市，北九州市，熊本市

【現状分析】

民間企業やNPO等による
ビジネス創出や地域課題
解決への挑戦を行いやすく
するようなオープンデータ
には三つの要素がある。

政令市を対象に，三つの
要素の内，どれだけの要素
を満たしているか分析を行
いました。

【現状評価】

要素をすべて満たすオープ
ンデータの公開をはじめて
いる政令市もある中，新潟
市は一つも要素を満たして
いない状況でした。

全ての要素を満たす

三つのうち二つの要素を満たす

三つのうち一つの要素を満たす

一つも要素を満たしていない

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

（出典） ２０１４年８月 政策改革本部事務局調べ（各自治体ＨＰより）
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⑥ 解決すべき課題を設定する

⑦ 課題解決のための枠組みを作る
（体制・目標・取組み，ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）

⑧ 課題解決のための具体的な取組み（プロジェクト）
を実行する

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
プロジェクト
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前述した，「③現状把握を行う」「④現状分析を行う」「⑤現状評価を行う」ことにより，以下が明らかになり

ました。「解決すべき課題」を設定し，具体的な取組み（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）を決定しました。

現状把握・分析・評価から明らかになったこと 具体的な取組み解決すべき課題

●18の政令指定都市が1～3のスマホア
プリを提供する中，新潟市は未提供。

○開発すべきアプリを
決定し，開発・提供を
行う。

○他都市で提供されているアプ
リの中から，新潟市における
ニーズや先進事例の費用対
効果を踏まえ，開発すべきア
プリを決定し，ゴミ分別，子育
て，防災の３つのアプリを公
開

●民間企業やＮＰＯ等によるビジネス創
出や地域課題解決への挑戦を行い
やすくするような要素を，すべて満た
すオープンデータの公開をはじめてい
る政令市もある中，新潟市は一つも
要素を満たしていない。

○民間企業やＮＰＯ等
によるビジネス創出
や地域課題解決への
挑戦を行いやすくす
るため，三つの要素
全てを満たすオープ
ンデータを整備する。

○オープンデータの推進に関す
るガイドラインを策定
〇オープンデータサイトを立ち上
げ，オープンデータ公開
〇「アイデアソン＆ハッカソン」を
実施

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
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副本部長（３副市長）

本部員（庁議メンバー等）

専門的見地から補佐本部長（市長）
統括 / アドバイザー

報告

事務局が行う
調査等を統括

サブリーダー

チームB
アプリチーム

チームC
オープンデータチーム

チームA
戦略づくりチーム

m-ガバメント戦略作成

・ＩＴ推進課（ＧＩＳ）
・広報課（ホームページ）
・総務課（統計）
・企業立地課（情報通信関連産業）
・文化政策課（アニメデータ）
※適宜追加

◎アプリ開発提供
・アプリ等制作進捗状況報告
・実践事例の蓄積

◎オープンデータの公開
・先進事例調査
・市内企業ニーズの把握

・こども未来課（子育て）
・高齢者支援課（高齢介護）
・消防局救急課（救急）
・広聴相談課（通報）
・廃棄物政策課（ごみ）
・危機対策課（防災）

政策改革本部事務局

事務局長
（事務を掌理）

事務局担当

※市長の指示
により各課の
通常業務
として実施

助言

指示

副市長

ＩＴ推進課長

ＴＦリーダー

ＩＴ推進課

相談

タスクフォース

副市長をリーダーに『ｍガバメント推進タスクフォース』を設置し，アプリとオープンデータを整備し
ました。

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

（出典） ２０１５年５月 政策改革本部会議資料 「スマホ，タブレット時代の行政サービスのあり方（m-ガバメント戦略）」

課名は２０１５年５月時点のもの
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他都市で提供されているアプリの中から，新潟市におけるニーズや先進事例の費用対効果を踏まえ，廃棄物
政策課（ゴミ分別），こども未来課（子育て），危機対策課（防災）がそれぞれアプリを公開しました。

政令指定都市におけるスマートフォンアプリ（公式）の2018年4月現在の公開状況

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
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ごみ分別 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

子育て 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

防災 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

観光 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

道路通報 〇 〇 〇 〇 〇

その他
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（出典） ２０１４年８月 政策改革本部事務局調べ（各自治体ＨＰより）

着色部分が2014.9以後2018.4までに公開されたアプリ
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IT推進課が，オープンデータの推進に関するガイドラインを2014年12月に策定し，全庁をあげて三つの要素を
すべて満たすオープンデータの公開を開始しました。その後も分野を拡大し充実を図っています。

分野 2014.12当初 2015.4末現在 2016.8末現在 2017.12末現在

社会事象 148 204 363 536
地理 24 52 136 136
画像※ 185 198 371 517

政策内容・理由・手続 ＝＝ 3 20 33
環境 ＝＝ ＝＝ 3 103

保健福祉 ＝＝ ＝＝ 17 45
健康医療 ＝＝ ＝＝ 38 85
観光 ＝＝ ＝＝ 4 5

経済事象 ＝＝ ＝＝ 95 436
社会課題解決 ＝＝ ＝＝ 23 55
選挙 ＝＝ ＝＝ 12 23
議会 ＝＝ ＝＝ 14 19

審議状況 ＝＝ ＝＝ 1 1
歴史文化 ＝＝ ＝＝ 1 1

教育・生涯学習 ＝＝ ＝＝ 1 2
安心・安全 ＝＝ ＝＝ 52 104
予算・決算 ＝＝ ＝＝ ＝＝ 2
合 計 3分野 357データ 4分野 457データ 16分野 1178データ 17分野 2103データ

累計ダウンロード数 13,000DL超 158,000DL超 357,000DL超

オープンデータデータ数の変遷

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

（出典） 政策改革本部事務局作成
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オープンデータを実際に活用し，民間事業者によるアプリ開発を促すために，

企業立地課が中心となって「アイデアソン＆ハッカソン」を実施しました。

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

アイデアソンとは，特定のテーマについて多様性
のあるメンバーが集まり，対話を通じて新たなアイ
デアの創出などを短期間で行うイベントです。

ハッカソンとは，エンジニアやデザイナなどがチー
ムを作りそれぞれの技術を用いて短期間でアプリ
などのプロトタイプを作成するイベントです。

これらを組み合わせたイベントを開催しました。

アイディアソン

２０１５年３月１日 （新潟市立中央図書館 多目的ホール）

ハッカソン

２０１５年３月１４日 （富士通コミュニケーションサービス株式会社 リラックスルーム）
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プロジェクトの成果

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
プロジェクト
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2013年度 2017年度

市民はゴミ分別アプリを使って24時間どこでも分別の情報を得ることができるようになりました。コールセンターへの問い合わせ
の全体の件数が2013年度と比べて2017年度897件1.9％増加する中，ごみ・リサイクルに関する問い合わせ件数は2013年度と比
べて2017年度2,943件8.8％減少しました。

17,860件
（100％）

16,280件
（91.2％）

全体
46,707件
（100％）

47,604件
（101.9％）

（ ）内は対2013年度

アプリ公開前後のコールセンター問い合わせ件数比較

公開前 公開後

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

▲2,943

+897

ごみ・リサイクルに
関する問い合わせ

（件）

（出典） 政策改革本部事務局作成
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子育てアプリの2016年度のダウンロード数は，同年度の出生数の65％に達しています。

新潟市における各スマホアプリの累計ダウンロード数

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方
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ごみ分別

子育て

防災

（2015年度末）

（2016年度末）

22,739

15,099

7,820＋3,835

子育てアプリ
2016年度ダウンロード数 3,835件
2016年度 出生数 5,921人
ダウンロード数÷出生数＝65％

（ダウンロード数）

（出典） 政策改革本部事務局作成
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民間企業やＮＰＯ等によるビジネス創出や地域課題解決への挑戦を行いやすくなるようなオープン
データを提供したことで，オープンデータサイトのページビューは累計35万8千件に達しました。

政令指定都市におけるオープンデータの現状（2017年12月時点）

19,605
5,923 

4,000 
2,450 
2,296 
2,103 
1,669 
1,214 
810 
670 
551 
516 
469 
348 
259 
106 
55 
54 
41 
18 

大阪
静岡
札幌
川崎
千葉
新潟
北九州
福岡
神戸
仙台
横浜
広島
名古屋
浜松
京都

さいたま
堺

相模原
岡山
熊本

公開データ数 ＤＬ又はＰＶ数※

n/a
24,556
16,024
3,222
33,597
357,581
13,450
40,448
173,195
22,786
30,264
876

16,100
15,158

n/a

21,017
6,822

10,273
n/a

n/a

ＤＬ

ＰＶ

ＤＬ

ｱｸｾｽ

ＰＶ

ＰＶ

ＰＶ

ＤＬ

ｱｸｾｽ
ｱｸｾｽ
ＤＬ

ｱｸｾｽ

ＤＬ

ｱｸｾｽ

ＰＶ

ＤＬ
※“ＤＬ”はダウンロード数，“ＰＶ”はページビュー数，可能な限りＤＬを参照し，
難しい場合はＰＶ又はアクセス数を引用 不明な場合，“ｎ/a”（not available）とした

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

（出典） 政策改革本部事務局作成
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オープンデータを活用した民間アプリが３件公開されています。（新潟市に作成者から情報提供が
あったもの）地域の課題をＩＣＴで解決する非営利団体Code for Niigataが立ち上がりました。

新潟市避難所マップ

地域ナビゲーションアプリ
新潟シティ

Niigata City Wi-Fi Map

• 新潟市の屋内/屋外避難所と
AED設置施設の位置を表示

• 各施設へのルート検索

• 新潟市内をいろいろ巡って楽し
むための地域ナビゲーションア
プリ

• 観る・食べる・買うスポットの
検索・ルート案内

• 新潟市の公衆無線LANサービ
ス「Niigata City Wi-Fi」が利
用できる施設の位置情報を値樹
上で確認できる

• Code for Niigataは，新潟をもっと楽しく，も
っと住みやすい街にするために，ICTを活用し
てアプリケーションを作ったりウェブサービス
を提供したりすることを目的とする有志のあつ
まり。

• 2018年9月，Code for Japanが主催する
「Code for Japan Summit 2018」が，
Code for Niigataの共催で開催された。

市民生活の変化に対応できているか？１．ｽﾏﾎ，ﾀﾌﾞﾚｯﾄ時代の行政ｻｰﾋﾞｽのあり方

（出典） 新潟市ホームページ，Code for Japan Summit2018ホームページ
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③ 現状把握を行う （現状はどのようか既存のデータを確認する）

⑤ 現状評価を行う （あるべき姿と現状を比較，本当はどうあるべきか）

④ 現状分析を行う （データを加工して指標化する，傾向を確認する）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

２．ＩｏＴを活用した業務改革
３．新型ＩＣＴを活用した政策改革

プロジェクト

次に，2016年度からのプロジェクト「2.IoTを活用した業務改革」「3.新型ICTを活用した政策改革」
についてご紹介します。
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①取得

（Thingsにセンサ）

②収集

（通信インフラ）

③蓄積・抽象化・分析

（サーバ・クラウド）

④活用

（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

○センサの小型化・低廉化・
省電力化
⇒急速な普及

○無線通信の普及・技術向上
○通信速度の向上
○劇的なコスト低減

○蓄積できるデータ量増大
○ストレージの低廉化
○処理速度の向上
○AI（人工知能）の進化

○モバイル端末の普及
○アプリケーションの増大

ICTの要素技術における技術革新

（億個）

インターネットにつながる

モノの数の推移（世界）＊1

＊１平成28年度版情報通信白書 ＊2総務省「電気通信サービスに係る内外価格差に関する調査」
＊3 John C. McCallum氏収集データに基づき作成（http://www.jcmit.com/diskprice.htm） ＊4 appfiguresホームページ

（円/Mbps）

格安SIM

（米ドル/GB）

0.1

0.01

記憶装置（ストレージ）価格の変化

１GBあたり＊3

劇的な低廉化

AI（人工知能）
の進化

2010 2011 2012 2013 2014

250

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（千タイトル）

公開アプリケーション数の変化＊4

ＩｏＴ，ビッグデータ，ＡＩなどといった新しいＩＣＴの活用が企業で進む背景には，ＩＣＴの技術要素
（①取得⇒②収集⇒③蓄積・抽象化・分析⇒④活用）それぞれの技術革新がありました。

光通信回線の月額利用料金の変化

１Mbpsあたり（下り）（東京）＊2

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１６年９月 政策改革本部会議資料 「IoTを活用した業務改革」 政策改革本部事務局調べ
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先進企業では，生産性の向上や，メンテナンスコストの低減，ビッグデータを活用
した新サービス創出などを実現していました。

・位置情報
・携帯電話の通信網 ・サーバー（Google）

・データ蓄積・分析
・Google Mapで交通状況
（遅い，早い）を提供

IoTの導入によって生まれた価値

○リアルタイムに複数の位置情報を把握 ⇒リアルタイムに車の通行スピードの傾向を提供できる
（※高速道路では渋滞の位置，長さも把握できる）

データ通信

✔Googleアカウントをもったス
マートフォンユーザー

✔位置情報の送信を不許可にして
いないユーザーが自動送信

ＩｏＴを活用した混雑状況把握：スマートフォンをもったユーザーが送信している位置情報
により，リアルタイムでのデータの取得し，分析し，リアルタイムで混雑情報を提供

①取得

（Thingsにセンサ）

②収集

（通信インフラ）

③蓄積・抽象化・分析

（サーバ・クラウド）

④活用

（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

企業事例１

（出典） ２０１６年９月 政策改革本部会議資料 「IoTを活用した業務改革」 政策改革本部事務局調べ
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ＩｏＴを活用した故障予測：機器の挙動や温度等をセンサで取得し，これらの変化から故障
の時期を予測し，計画的な修繕を行うことで，生産性を向上させ，修繕経費を削減。

無線通信

（Wi－Fi，Bluetooth等）

・振動センサ
・温度センサ
・マイク，カメラ

・工場内無線通信網 ・工場内サーバー ・リアルタイムの監視
・センサ情報の分析によ
る修繕計画の立案

IoTの導入によって生まれた価値

○機械の故障を予測し計画的な修理ができる ⇒生産効率のアップ（「ちょこ停」を防止できる）
⇒修繕経費の削減（緊急修繕⇒計画修繕）

①取得

（Thingsにセンサ）

②収集

（通信インフラ）

③蓄積・抽象化・分析

（サーバ・クラウド）

④活用

（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

先進企業では，生産性の向上や，メンテナンスコストの低減，ビッグデータを活用
した新サービス創出などを実現していました。

企業事例２

（出典） ２０１６年９月 政策改革本部会議資料 「IoTを活用した業務改革」 政策改革本部事務局調べ
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ＩｏＴを活用した遠隔把握：不具合や故障箇所を遠隔で把握することによって，顧客による修理
依頼の手間を減らし，また最初の訪問時から必要な機材の準備ができるため修理が迅速に行える。

・稼働情報
・室温・外気温情報
・フィルタサイン
・電力使用量 など

・携帯電話の通信網 ・サーバー（自社）
・データ蓄積・分析

・フィルタの交換，不具合
などメンテナンス情報を
ユーザー・販売店へ配信

IoTの導入によって生まれた価値

○機械の故障と箇所をリアルタイムに把握

⇒故障から復旧までの時間を短縮できる
⇒販売店に故障の状況の説明が不要
⇒修理に必要な機材の準備と修理が適切に行える
⇒顧客に適切なメンテナンスのアドバイスができる

無線通信

①取得

（Thingsにセンサ）

②収集

（通信インフラ）

③蓄積・抽象化・分析

（サーバ・クラウド）

④活用

（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

先進企業では，生産性の向上や，メンテナンスコストの低減，ビッグデータを活用
した新サービス創出などを実現していました。

企業事例３

（出典） ２０１６年９月 政策改革本部会議資料 「IoTを活用した業務改革」 政策改革本部事務局調べ
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ＩｏＴなど新しい技術を自治体の業務に取り入れ始めた自治体も存在してい
ました。

ＩｏＴを活用した道路劣化状況把握：公用車にセンサ（スマートフォン）を取り付け，日常的な
運用の中で，位置情報と加速度（振動）を取得することによって，道路の劣化状況を把握

・位置情報（GPS)
・加速度センサ（振動）

・携帯電話の通信網 ・サーバー（民間企業）
・データ分析
（民間企業クラウド）

・劣化箇所の見える化
・劣化度合いの見える化
・劣化速度の見える化
（過去との比較）

データ通信

公用車 携帯電話通信網 （
既存インフラ）

民間企業（供給） インターネットブラウザ
（既存アプリケーション）

※公用車にカメラを設置し，映像から道路の劣化状況を把握する取り組みも進められている。

①取得

（Thingsにセンサ）

②収集

（通信インフラ）

③蓄積・抽象化・分析

（サーバ・クラウド）

④活用

（ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

自治体事例１

（出典） ２０１６年９月 政策改革本部会議資料 「IoTを活用した業務改革」 政策改革本部事務局調べ
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まちなかミマモルメ（伊丹市）

行政は市内に
1,000台の
防犯カメラを
設置したかった

－伊丹市は市民・企業と協働して子どもや高齢者
をIoT活用で見守るサービスを開始
－サービスは民間（阪急阪神ＨＤ）が展開
－行政が取り組みたかった防犯カメラ（ＩＰ型）
の通信インフラ整備を協働で実施

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

ＩｏＴなど新しい技術を自治体の業務に取り入れ始めた自治体も存在してい
ました。

自治体事例２

（出典） 阪急阪神東宝グループホームページより引用し政策改革本部事務局作成
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職員が経験年数を問わず，より的確かつ迅速な判断を行うことができるようAI（人工知能）を活用する。
複雑な制度やベテラン職員のノウハウを蓄積する仕組みを構築し，AIで職員の業務を支援することによっ

て，市民対応の時間短縮と正確性の向上をめざす。
⇒平成29年度は，2区役所（東淀川区，浪速区）の戸籍業務において検証を実施。

大阪市が戸籍関連業務で導入予定「職員の知恵袋」事業（Ｈ29年度予算4,900万円）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

ＩｏＴなど新しい技術を自治体の業務に取り入れ始めた自治体も存在してい
ました。

自治体事例３

（出典） ２０１７年５月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

大阪市ホームページより引用し政策改革本部事務局作成
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⑥ 解決すべき課題を設定する

⑦ 課題解決のための枠組みを作る
（体制・目標・取組み，ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）

⑧ 課題解決のための具体的な取組み（プロジェクト）
を実行する

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

２．ＩｏＴを活用した業務改革
３．新型ＩＣＴを活用した政策改革

プロジェクト
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前述した，「③現状把握を行う」「④現状分析を行う」「⑤現状評価を行う」ことにより，以下が明らかになり

ました。「解決すべき課題」を設定し，具体的な取組み（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）を決定しました。

現状把握・分析・評価から明らかになったこと 具体的な取組み解決すべき課題

●ＩｏＴ，ビッグデータ，ＡＩなどといった新
しいＩＣＴの活用が企業で進む背景に
は，ＩＣＴの技術要素それぞれの技術
革新がある

○ＩｏＴやＡＩなど新しいＩ
ＣＴについて高い感度
を持つ市役所の実現。

○幹部職員・一般職員向け研修
会の開催

〇ＩｏＴ活用の可能性についてＩｏ
Ｔ活用プロジェクトチームで検
討（２１１件の活用アイデア）

〇企業とアイデアを具体化する
ワークショップを実施

○新型ICTタスクフォースで検討
（４１件検討⇒４件実証）

〇各部・区で自律的検討
（２８件検討⇒６件実証）

●先進企業では，生産性の向上や，メン
テナンスコストの低減，ビッグデータを
活用した新サービス創出などを実現

○企業と一緒に取り組
むことのできる市役所
の実現。

●ＩｏＴなど新しい技術を自治体の業務
に取り入れ始めた自治体も存在

○新しいＩＣＴの導入を
加速する。

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？



Page 3131

政策
改革

行政におけるＩｏＴ活用の可能性について，若手職員で構成するＩｏＴ活用プロジェクトチームで検討
しました。まず活用アイディアを出すワークショップを実施し，２１１件のアイディアを出しました。

このイメージは、現在表示できません。 このイメージは、現在表示できません。 このイメージは、現在表示できません。

このイメージは、現在表示できません。 このイメージは、現在表示できません。 このイメージは、現在表示できません。

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

進め方説明① 進め方説明② ブレインストーミング①

ブレインストーミング② アイディアの共有① アイディアの共有②

（出典） ２０１７年５月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」
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ＩｏＴ活用プロジェクトチームだけの検討では，具体化につながらないため，企業とアイデアを具体化するワーク
ショップのパイロットケースを実施しました。新しいICTの活用のために企業を巻き込んだ検討が必要でした。

全体像の共有 自己紹介 名刺交換（休憩中）

所管課からの説明 アイディアの検討 アイディア発表

－消防活動でのIoTの活用の可能性を検討（＠消防局）
－行政の課題を企業と共有し，課題解決に向けたIoTの活用アイディアを議論
－企業を巻き込んだ検討の有効性を確認

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１７年５月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」
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プロジェクトチームの取り組みと企業を巻き込むことの有効性を本部会議で共有し，ＩｏＴ，ビッグデータ，ＡＩ等の活
用について企業と一緒に取り組むことを決め，副市長をリーダーとする新型ＩＣＴタスクフォースを設置しました。

リーダー

副市長

経済部長

秋葉区長

観光・国際交流部長

福祉部長

地域・魅力創造部長

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ
ＩＴ推進課長

ｻﾌﾞﾘｰﾀﾞｰ
総務部長

調査報告
提案

✔３０代前後の若手職員
✔2016年度に知識を蓄積
✔企業とのワークショップ
の経験有

８名

土木部長

教育次長

指示 報告

（学校管理・生涯学習担当）
危機管理防災局長

特区・食文化部長 事務局
政策改革本部事務局

常任メンバー

〇○部長

〇○部長

〇○部長

臨時メンバー

必要に応じ
参加・意見

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

ICTを活用したシェアリング 総務部チーム

チャットポット活用 総務部チーム，危機管理防災局チーム，
観光・国際交流部チーム

画像解析による歩行者等
通行量の把握

経済部・土木部混合チーム

・
・
・

（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」
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新型ＩＣＴタスクフォースでは，４１件の活用アイディアを検討し，１４件で企業と意見交換を進め，
そのうち４件が実証に進みました。

検討の一例「カーシェアリングによる公用車の調達」「公有地等のシェアリング」は2018年度から一部試行
運用を開始し，2019年度から順次拡大していく予定とした

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１７年５月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」
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各部・区の自律的な政策改革の取組みの中でもＩＣＴに関連する提案が１６部署から２８件（全体
の25％）あり，企業と意見交換を進めた結果，そのうち６件が実装や実証に進みました。

自律的な政策改革に取り組む際に踏まえるべき６つの視点

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

 2017年度から始まった政策改革本部プロジェクト「各部・区による自律的政策改革」では，政策改革本部の
これまでのノウハウを活用し，各部・区が自らの課題の発見と解決に取組みました。

 実際の取り組むにあたり，下記の６つの視点を踏まえ各部・区が取り組むこととしました。

 部・区レベルの３５部署でそれぞれ取組み，１1３件の改革提案がありました。

ICT関連
16/35部署
28/113件

（出典） ２０１７年５月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」
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ＮＩＣＴニュースリリースより

【実証実験概要】
・自治体の窓口業務に対応した音声翻訳システムの開発
・実証期間2018.6～2019.3（試験運用は4月～）
・西区役所窓口
・研究ＮＩＣＴ 受託凸版印刷

【社会課題・行政課題】
・窓口に外国語対応が可能な職員の配置困難

【新潟市の協力内容】
○西区区民生活課
・実証利用

政令指定都市では初めての実証協力
４月 １日 覚書（その後試験運用）
５月２９日 報道向けデモ
６月 １日 本格運用開始

－企業側にも実証ニーズがありこれを積極的に受け入れま
した。（窓口業務に対応した音声翻訳システム）

―部・区による自律的政策改革の取組みの中で，現場の職
員から発案によって実証実験につながりました。

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１８年６月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」
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③ 現状把握を行う （現状はどのようか既存のデータを確認する）

⑤ 現状評価を行う （あるべき姿と現状を比較，本当はどうあるべきか）

④ 現状分析を行う （データを加工して指標化する，傾向を確認する）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

新型ICTタスクフォースや各部・区の自律的な政策改革の中で様々な取組みが始まりましたが，
先行して進む都市がどのように継続した取組みを行っているのかさらに調査を進めました。

２．ＩｏＴを活用した業務改革
３．新型ＩＣＴを活用した政策改革

プロジェクト
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先進都市と並べて比較しても進んでいることがわかりました。しかし，農業特区の効果によって企業から提案を
受けているものが多く，積極的に提案の獲得に動いているものは少ないことがわかりました。

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

IoT AI ビッグデータ（BD) ドローン 行政アプリ

新潟市 △水田センサー
△ICT田植機 他
△マンホール

△職員課事務支援
△インタビュー支援

○地域健康度の見える化 △水田
△海岸保安林

３件

藤枝市 〇通信インフラの整備
△こどもの見守り
△有害鳥獣の捕獲通知
△空港アクセスバスのＩｏＴ化
△内水位氾濫監視
△降雨災害の検知
他3件

－

△圃場管理支援 4件

つくば市 △かんたん健康チェックサービ
ス

△特別支援学級スマートデバイ
ス

〇バスの利用実態把握 〇災害用ドローン 1件

大阪市 △こどもの見守り
△消防活動支援

△職員の知恵袋 △車のBD活用
△生活保護BD分析

－
10件以上

神戸市 △こどもの見守り
△水道スマートメーター

〇観光マーケティング 〇災害用ドローン 4件

福岡市 〇通信インフラの整備
△こどもの見守り
△救急医療・災害対応における
IoT利活用モデル

△排泄予知ウェアラブルデバイ
ス 他4件

〇MICE参加者の行動分
析
〇地域包括ケアプラット
フォーム

△災害時医療品配送
△ドローン専用運行管理
システム構築

△松林現況調査
△買い物代行

7件

先進市との比較（△実証・試行/〇実装・導入） （－は不明）

（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

政策改革本部事務局調べ（各自治体ＨＰより）



Page 3939

政策
改革

先行する都市を分析すると，「組織的」に「熱意が伝わる計画」を策定し「事業・予算」を見せて「効果的な広報」
を合わせて行い，企業から声のかかる状況をつくり積極的に提案の獲得に動いていました。

計画 担当 関連事業
予算
（千円）

地域版IoT
推進ラボ

新潟市 －

藤沢市

－

企画創生部ICT推進
室

・IoT活用推進事業（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ構築）
・子ども見守りサービス実証実験事業
・IoT活用推進事業（公共ｻｰﾋﾞｽ実証）

34,500
15,500
10,000

有

つくば市 つくば市科学技術振興指針 政策イノベーション
部科学技術振興課

・Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0社会実装トライアル支
援事業

1,000
（負担金
のみ）

－

大阪市 大阪市ＩＣＴ戦略 ＩＣＴ推進室 ・最先端ＩＣＴ装備都市推進事業 98,048 有

神戸市 神戸2020ビジョン 企画調整局政策企画
部ビジョン・大学連
携推進課

・500Startupsとの連携
・企業家育成支援
・オープンイノベーション創出
・ウェアラブル先進都市を目指す実証事業
・オープンデータ・ビッグデータの活用
・ＩＣＴ等を活用した業務改革・働き方改革

159,000
68,990
3,000
4,000
6,000
33,407

有

福岡市 「グローバル創業都市・福
岡」ビジョン

総務企画局企画調整
部

・実証実験フルサポート事業
・福岡ヘルス・ラボの構築
・ＩｏＴ新サービス創出支援事業
・地方発イノベーション創出環境の構築事業
・ＬＯＣＡＬ ＧＯＯＤ（地域×ＩＣＴ）プ
ロジェクト

・ＭＩＣＥ・観光による地域経済活性化事業

13,032
12,686
12,850
35,969
2,715

3,973

有

先進市との比較 （－は不明）

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

政策改革本部事務局調べ（各自治体ＨＰより）
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「組織的」に「熱意が伝わる計画」を策定している事例

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

ICTの徹底活用の５本柱

Ⅰ 情報インフラの活用（Wi-Fi，IoT等）

Ⅱ 積極的なデータ活用の促進（オープンデータ，ビッグデータ）

Ⅲ 最新情報環境への適切な対応（モバイル・ファースト）

Ⅳ 施策における徹底活用

（教育ICT 防災 市民協働の促進）

Ⅴ 効果的・効率的な行政運営

国内都市初，アジア都市初「IoTガイドライン」への参画

✔ニューヨーク市より「IoTガイドライン」への参画打診

✔パートナーシップを結んだ世界中のICT推進都市と知見を共有

✔アメリカ国内20都市以上，その他12か国15都市が参画

✔スマートシティに関する原則を整理し，公共の利益を最大化

大阪市では，局のレベルでICT戦略室（室長1名，部長3名，課長6名，他47名）を組織し，ICTの徹底活用を
掲げていました。世界中のICT推進と都市と知見を共有し，国際的なガイドラインの策定などにも参画して
いました。

自治体事例１

！最先端を目指す
と明示することで
最先端を呼び込む

！徹底すると明示できている

！具体的で前向きな柱書き

！具体的で前向きだからこそ世界の目に留まる
（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

大阪市ホームページより引用し政策改革本部事務局作成
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積極的に事業・予算を見せている事例

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

つくば市では，社会実装トライアルのコンペを実施し，最先端の実証を呼び込んでいました。
ベンチャービジネスやスタートアップと組み合わせていました。

つくば市

『つくばSociety5.0社会実装トライアル支援事業』

担当：つくば市政策イノベーション部科学技術振興課

予算：事業費100万円（負担金）
その他審査員報償費等

応募：総応募者数 不明
最終公開審査対象者 13団体
採択者 ５団体

採択者 タイトル

筑波大学 特別支援学級の子供たちのためのスマートデバイ
スによるコミュニケーション支援

サイマックス
（株）

公共施設のトイレで誰でも気軽に健康チェックで
きる，「かんたん健康チェックサービス」

国立環境研究所 多目的極小モビリティの実証実験

（株）AGREE 医療相談アプリ「LEBER」により実現する超健康
スマート社会

筑波大学 市民の困りごとに応じた情報配信サービスの実装

採択された技術

自治体事例２

！補助金のばらまき
ではない

！スタートアップを
フォローする仕組み

（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

つくば市ホームページより引用し政策改革本部事務局作成
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効果的な広報の事例

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

神戸市では，ベンチャービジネスやスタートアップをターゲットに情報を届けるため，
SNSや動画を駆使し，神戸市の熱意や思い，取組みを訴えていました。

https://m.facebook.com/kobestartupnews/videos/?ref=page
_internal&mt_nav=0

自治体事例３

！情報を届けたい相手が受け取りやすい媒体活用
文字や硬い要綱ではなく言葉で動画で伝える

神戸市がスタートアップ支援を行う理由なぜスタートアップと行政の協働が必要なのか

神戸市消防局がスタートアップにかける想い

！担当課長さん自ら

（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

神戸市ホームページより引用し政策改革本部事務局作成
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２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

さらに，「③現状把握を行う」「④現状分析を行う」「⑤現状評価を行う」ことにより，以下が明らかになり

ました。「取組むべき課題」を設定し，具体的な取組み（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）を決定しました。

⑥ 解決すべき課題を設定する

⑦ 課題解決のための枠組みを作る
（体制・目標・取組み，ｽｹｼﾞｭｰﾙ等）

⑧ 課題解決のための具体的な取組み（プロジェクト）
を実行する

２．ＩｏＴを活用した業務改革
３．新型ＩＣＴを活用した政策改革

プロジェクト
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２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

現状把握・分析・評価から明らかになったこと 具体的な取組み解決すべき課題

●先行する都市は，「組織的」に「熱意
が伝わる計画」を策定し「事業・予算」
を見せて「効果的な広報」を合わせて
行い，企業から声のかかる状況を
作っている

○企業側から声をかけ
てもらえる状況づくり。

○先端技術推進室の設置し，
ICTを活用した新たなビジネ
スや先端技術の創出を推進
する。企業の実証実験プロ
ジェクトへの支援や，オープン
イノベーションのプラット
フォームを整備する。
〇ICTの利活用を戦略的に推
進するため，ＩＴ推進課をＩＣＴ
政策課に改称する。

さらに，「③現状把握を行う」「④現状分析を行う」「⑤現状評価を行う」ことにより，以下が明らかになり

ました。「解決すべき課題」を設定し，具体的な取組み（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ）を決定しました。
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先端技術推進室の設置により，企業による新たな事業創出やＩＣＴを活用した実証事業が進めら
れています。また，県外の企業からも連携候補として注目されるようになってきました。

先端技術推進室特設サイト

2019.3.14開催
実証実験成果発表会＆先端技術体験会（株）ＡＧＲＥＥ 医療相談アプリ実証実験

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１７年１０月 政策改革本部会議資料 「新型ICTを活用した政策改革」

新潟市ホームページより引用し政策改革本部事務局作成
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ICT政策課は，ＩＣＴ利活用を戦略的に推し進めるため，2019年１月にＩＣＴ活用戦略を策定してい
ます。

２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

（出典） ２０１９年１月２１日 新潟市庁議資料
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２．ＩｏＴを活用した業務改革 ３．新型ＩＣＴを活用した政策改革 ＩＣＴを十二分に活かせているか？

プロジェクトの成果

２．ＩｏＴを活用した業務改革
３．新型ＩＣＴを活用した政策改革

プロジェクト

• 企業側から声をかけてもらえる状況づくりは始まったばかり，また職員の意識
改革を掲げる「新潟市ICT戦略」も策定が行われたばかりです。

• 今後，これらの取組みにより，ICTを十二分に活かした政策，施策が展開されて
いきます。


